
１０，８７０ 人

借金

町民１人当たりの貯金

財源を調整する為の積立金残高・・ 8億4,612万円 借金の残高は・・・・あと 62億8,035万円

借金を返す為の積立金残高・・・・・・ 10億5,246万円

その他の積立金残高・・・・・・・・・・・・ 4億236万円

事業収入

（町税）

パート収入

（使用料など）

その他

（繰越金、諸収入）

預金引出し

（基金の繰入れ）

親などからの援助

（地方交付税・補助金など）

借入金

（町債）

平成２２年度

家や車の補修費

６２億８，０３５万円２３億０，０９４万円

平成２３年３月末住民基本台帳人口

町の貯金と借金 （一般会計　平成２２年度末）

75,685円

234,318円

100.0％

1.4％

10.5％

24,603円

32.3％

22,963円

9.8％

3,280円

8,750円

3.5％

12.2％

9.7％

12,500円

5.0％

0.2％

18,980円

8.1％

2,109円

貯金

約57万8千円

58,111円

収入(300万円／年間）

24,250円

支出（281万円／年）

約21万円

まちの財政（一般会計）を、年間収入３００万円の家庭に置き換えてみると１ケ月当たりの収入支出は･･･

※町の歳出経費を平成２３年３月末の人口１０，８７０人で割って計算しています。

７０万３千円／年

0.9％

28,587円

家の新築・改築など

生活費など

24.8％（人件費・扶助費）

光熱水費、車の購入など

（物件費）

（補助費など）

（維持補修費・災害復旧費）

（積立金）

支出合計

（普通建設事業費）

ローン返済

（公債費）

子どもへの仕送り

（繰出金）

預金（貯金）

100.0％
収入合計

250,000円

204,000円

81.6％

46,000円

小計

自
主
財
源

町内会費・寄付金

23,000円

9.2％

18.4％

181,000円

72.4％

小計

依
存
財
源

500円

○町民１人あたりの歳出決算額（一般会計）

※四捨五入処理しておりますので合計が合わない場合があります。

町民１人当たりの将来にわたる負担

　平成２２年度に町民の皆さんに納めていただいた税金や、国・
県からの補助金・地方交付税などがどのくらい入り、どのように
使われたかを示す一般会計等決算が９月町議会定例会で承認
されました。
　 ８１億５，０２０万円の歳入（収入）に対して７６億３，８９６万円
の歳出（支出）があり、差し引き５億１，１２４万円は平成２３年度
に繰越されました。

ぜひご覧下さい!!

※上記のうち、地方債（借金）の種類ごとに異
なりますが、毎年返済する元金と利子の30％
～100%の割合で地方交付税（国から全国の
市町村に配分されるお金）において措置され
ます。



単位：万円

年度 平成21年度 平成22年度

款 決 算 額 決 算 額

153,546 176,452 14.9

93,050 80,344 △ 13.7

42,540 45,684 7.4

95,741 103,677 8.3

75,630 68,146 △ 9.9

69,267 70,666 2.0

47,196 175,330 271.5

2,318 328 △ 85.8

19,916 23,479 17.9

9,130 8,687 △ 4.9

8,760 6,456 △ 26.3

5,880 4,647 △ 21.0

0 0 0.0

622,974 763,896 22.6

単位：万円

年度 平成21年度 平成22年度

款 決 算 額 決 算 額

273,432 291,182 6.5

81,183 78,949 △ 2.8

67,896 83,999 23.7

88,514 190,085 114.8

55,208 74,651 35.2

30,109 37,284 23.8

22,497 22,161 △ 1.5

14,822 15,018 1.3

21,794 20,506 △ 5.9

4,717 956 △ 79.7

86 229 166.3

660,258 815,020 23.4
        81億5,020万円

　決算額（一般会計）は、平成２１年度と比較して１４億９２２万円、２２．６％の

増となりました。

　目的別に見てみますと、教育費で１２億８，１３４万円の増と大幅に伸びており

ますが、これは、多良木小学校の校舎改築及び各小学校施設の耐震補強事

業によるものです。また、民生費においては、子ども手当の支給等により１４．

９％の伸びとなっています。商工費・労働費・災害復旧費等につきましては減と

なっており、事業量の減少や災害発生件数が少なかったためです。

　公債費（借金返済）につきましても平成２０年度決算をピークに減少に転じま

したが、引き続き多額の支出が必要で高い水準で推移する見込です。

          歳出総額

        　76億3,896万円

        歳入総額

　決算額（一般会計）は、平成２１年度と比較して１５億４，７６２万円、２３．４％

の増となりました。

　主な増額の要因としましては、国の経済対策関連交付金・小学校耐震改修関

連交付金等による増額が１０億１，５７１万円、農林業関連の補助金・交付金に

よる県支出金の増額が１億６，１０３万円、事業実施に伴う地方債の借入による

増額などがあげられます。

　収入総額の３５．７％を地方交付税（国からの配分金）が占めており、町税に

おきましては景気低迷及び人口の減少等により減収傾向にあります。このよう

に地方交付税に依存した財政運営となっておりますので、今後、地方交付税が

減額されることになりますと更に厳しい財政運営を迫られる事になります。

81億5,020万円 前年度比
（ ％ ）

地 方 交 付 税

町 税

土 木 費

総 務 費

衛 生 費

農 林 水 産 業 費

教 育 費

予 備 費

繰 越 金

地 方 譲 与 税 等

財産収入及び諸収入

県 支 出 金

国 庫 支 出 金

寄 付 金

合 計

負担金及び使用料

繰 入 金

一般会計の目的別歳出決算の状況

◆収入

町 債

◆支出 前年度比
（ ％ ）

民 生 費

公 債 費

76億3,896万円

合 計

災 害 復 旧 費

消 防 費

議 会 費

商 工 費

労 働 費

県支出金
10.3％

国庫支出金
23.3％

町債
9.2％

町税
9.7％ 地方交付税

35.7％

繰越金
4.6％

繰入金　0.7％

寄付金　0.1％

負担金及び
使用料
3.3％

財産収入及び
諸収入
1.8％

地方譲与税等
2.7％

民生費
23.0％

公債費
10.5％

土木費
6.0％

総務費
13.6％

衛生費
8.9％

農林水産業費
9.3％

教育費
23.0％

労働費
0.6％

予備費
0.0％

商工費
0.8％

議会費
1.1％

消防費
3.1％

災害復旧費
0.1％



国民健康保険特別会計
平成21年度 平成22年度 ９，７２１万円

歳入 １４億８，９３０万円 １４億８，７０１万円 1億６，３６７万円

歳出 １３億８，０２６万円 １３億６，１９３万円 １億１，０６３万円

差引額 １億９０４万円 １億２，５０８万円

老人保健特別会計 ９，５１３万円

平成21年度 平成22年度 １億６，９９８万円

歳入 ２８８万円 １２０万円 １億３，９３９万円

歳出 ２０４万円 １２０万円 １億４，６９３万円

差引額 ８４万円 ０万円

後期高齢者医療特別会計 １億６，９８７万円

平成21年度 平成22年度 ２億４，５１３万円

歳入 １億１，２６７万円 １億２，１１８万円 ３，９３５万円

歳出 １億８３１万円 １億１，６６３万円 ３，５１５万円

差引額 ４３６万円 ４５５万円

介護保険特別会計 ２，５０４万円

平成21年度 平成22年度 ２，１４４万円

歳入 １２億３，７８６万円 １２億５，６９１万円

歳出 １１億６，５３０万円 １１億９，０８３万円 ８，６３９万円

差引額 ７，２５６万円 ６，６０８万円 ９，５２９万円

久米財産区特別会計 ８，４７８万円

平成21年度 平成22年度 ７，９４６万円

歳入 ３，３８７万円 １，２６６万円

歳出 ３，２７８万円 １，００９万円 １，５２１万円

差引額 １０９万円 ２５７万円 １，０４８万円

下水道事業特別会計
平成21年度 平成22年度 ８，７５５万円

歳入 ５億４，５４０万円 ４億２，５２３万円 １，８２２万円

歳出 ５億２，８２３万円 ４億１，３８９万円 １億７，９１０万円

差引額 １，７１７万円 １，１３４万円 ２，２４９万円

上水道事業特別会計 ２，９８７万円

収益的収支 平成21年度 平成22年度
収入 １億７，６６４万円 １億７，９０７万円 １億６，２６３万円

支出 １億５，２８８万円 １億５，２０８万円 ２，２０１万円

差引額 ２，３７６万円 ２，６９９万円

資本的収支 平成21年度 平成22年度 １３億７，９３２万円

収入 ４００万円 ９５０万円 ２，９０５万円

支出 ８，６４９万円 ７，０３３万円

差引額 △８，２４９万円 △６，０８３万円 ２５４万円

８億３４４万円

○財政健全化判断比率の公表について

　

多良木町 財政再生基準

実質赤字比率 － ２０％

連結実質赤字比率 － ３５％

実質公債費比率 １６．２％ ３５％

将来負担比率 １０５．８％ －

※実質赤字比率と連結実質赤字比率は赤字がないため、比率は発生しません。

※資金不足比率については公営企業会計に赤字がないため、比率は発生しません。

２０％

２５％

３５０％

携帯電話伝送路整備事業（繰越分）

経済危機対策臨時交付金事業（繰越分）

きめ細かな臨時交付金事業（繰越分）

国民健康保険特別会計繰出金

介護保険特別会計繰出金

後期高齢者医療広域連合負担金

町立保育所運営費

公債費

早期健全化基準

１５％

起債(借入金）の償還

　自治体の財政を適正に運営することを目的として、国では平成１９年に財政健全化法を定めました。

　この法律は、新たな財政指標により、早期健全化と財政再生の２段階で自治体の財政悪化をチェックするとともに、特別会計や公営企業会

計も合わせた連結決算により、自治体の財政状況を明らかにしようとするものです。

　この財政指標では、早期健全化基準（黄信号）と財政再生基準（赤信号）が定められ、さらに上・下水道などの公営企業会計についても個

別に経営健全化基準（黄信号）が定められています。

平成２０年度の決算からは、この指標のいずれかが基準を上回った自治体には、財政の健全化に向けた計画の策定など、さまざまな制約が

課せられます。

　平成２２年度の決算に基づく算定の結果、多良木町では、いずれの指標も早期健全化基準を下回る数値となっています。

災害復旧費

小学校改築・補強事業（繰越分含む）

大久保遺跡群発掘調査事業

農業用施設災害復旧事業（繰越分含む）

消防費

教育費

上球磨消防組合負担金

消防施設費（消防団拠点施設整備等）

町道湯原線整備事業

下水道事業特別会計繰出金

町営住宅下水道排水設備工事

町営住宅時出団地建設事業

土木費

都市農山村総合交流促進施設設置事業（繰越分）

多良木町緊急地域経済対策事業（住宅リフォーム）

町道永原線整備事業（繰越分含む）

商工費

柿川地区用水施設整備事業

緑の産業再生プロジェクト促進事業（繰越分含む）

森林環境保全整備事業

農林水産業費

緊急雇用創出事業

ふるさと雇用再生特別事業

中山間地域等直接支払制度交付金

衛生費
人吉球磨広域行政組合負担金（ごみ・火葬場等）

※資本的収支の不足額については当該年度分消費税及び地方消費
税の調整額及び過年度分損益勘定留保資金で補てんしています。

平成２２年度の主な事業費
総務費

民生費

労働費

球磨郡公立多良木病院負担金

住民健康診断事業

乳幼児医療費扶助


